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《論　説》
租税回避事件にみる契約関係における経済的合理性の分析
－フィルムリース事件と航空機リース事件を題材として－
小　　林　　裕　　明
は じ め に
　近年増加する租税回避行為に対して，課税庁が積極的な課税を行った結果，納税者との間で争訟と
なるケースが頻発している。課税訴訟において，課税庁は特に「私法上の法律構成による否認」と呼
ばれる法理論を根拠として，納税者の行う私法行為の「真意」の所在を探求する主張立証を展開して
おり，最近の租税回避関係の判決では，課税庁の主張が認められるものがあるものの，納税者の主張
が採用されたものが少なくない。
　本稿ではまず，「私法上の法律構成による否認」について述べ，税法が規律するのは経済活動であり，
私法上の契約関係を解釈する上でその取引が経済的合理性を有することがひとつの重要な判断要素と
なることについて指摘する。
　次に，租税回避に関する近年の重要判決のうち，課税庁が勝訴して終結したフィルムリース事件に
おける第一審判決（大阪地判平成10年10月1₆日訟月4₅巻６号11₅3頁，以下「大阪地裁判決」という）
及び控訴審判決（大阪高判平成12年１月1₈日訟月4₇巻12号3₇₆₇頁，以下「大阪高裁判決」という）と，
課税庁が敗訴して終結した航空機リース事件における第一審判決（名古屋地判平成1₆年10月2₈日判タ
1204号224頁，以下「名古屋地裁判決」という）１を取り上げ，租税回避スキームによってどのように
課税軽減効果が創出されるか，また課税軽減効果を除いてなお収益性ある事業利益が残存するか，判
決で実際に取り上げられた数値をベースに検証を試みたい。その中で，裁判所の認定に影響したと考
えられる要因について，判決理由に照らしながら分析する。
　さらに，当該分析をもとに租税回避スキームに対抗するために必要な今後の課税庁の調査のあり方
についても言及する。
　なお，本稿は小林［2012］で述べられた租税回避事件における裁判所の具体的な判示事項のうち，
特に結論に重要な影響を及ぼしたと考えられる契約関係の経済的合理性について取り上げ，事実関係
に即して分析を加えるものである。
１　控訴審名古屋高判平成1₇年10月2₇日公刊物未登載があり，課税庁は同判決の敗訴をもって上告を断念して事
件を確定させ，同一のスキームに対して行った課税をすべて取消している。
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１　私法上の法律構成による否認について
⑴　租税回避行為及びその否認
　租税回避とは，通説的には「私法上の選択可能性を利用し，私的経済取引プロパーの見地からは合
理的理由がないのに，通常用いられない法形式を選択することによって，結果的には意図した経済的
目的ないし経済的成果を実現しながら，通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ，もっ
て税負担を減少させあるいは排除すること」２と説明される。
　近年の経済取引の複雑・多様化とともに法制度が整備され，当事者が取り得る取引や事業体の法形
式の選択可能性は拡大している。この多様な法形式を意図的に組み合わせることによって取引全体と
して税法に規定する課税要件を巧みに免れ租税を軽減するスキームを構築することが可能となり，米
国をはじめ我が国においても多数の租税回避スキームが考案され普及している状況がみられる。
　租税回避行為に課税する場合には，「当事者が用いた（私法上の）法形式を租税法上は無視し，通
常用いられる法形式に対応する課税要件が充足されたものとして取り扱」３わなければならない（租
税回避行為の否認）が，有効な法形式を課税上無視するためには，法律上の根拠，すなわち否認規定
が必要となる。租税法律主義の下では，納税者の法的安定性，予測可能性の確保の観点から，「法律
の根拠なしに，当事者の選択した法形式を通常用いられる法形式に引き直し，それに対応する課税要
件が充足されたものとして取り扱う権限が課税庁に認められているものではない」４と説明されてい
る。
　一方，明文による否認規定がない場合でも，裁判所が，「私法上の当事者の意思を，私法上，当事
者間の合意の単なる表面的・形式的な意味によってではなく，経済的実体を考慮した実質的なかたち
にしたがって認定し，その真に意図している私法上の事実関係を前提として法律構成し，課税要件へ
のあてはめ」５を行うこと（「私法上の法律構成による否認」）により，租税回避の否認と同様の効果
が得られるとされる。つまり，当事者の真実に意図した法律関係に即して課税要件事実の認定を行う
ことにより，当事者の選択した法形式を否定し，明文による否認と同様の効果を生じさせると説明さ
れる。
⑵　契約解釈と経済的合理性について
　税法が課税対象とするのは，個人ないし法人等による経済活動であり，市場において不特定多数の
取引主体が第三者との間で合意形成した取引条件及び価格に依拠して所得課税が行われる。すなわち，
取引主体の間で結ばれた契約は，互いの利潤獲得のために合理的な経済効果を生み出す期待があるこ
とが前提となる。
　そして，課税訴訟事件においても，まず取引主体間の契約が単独で合理的な経済効果を生み出すこ
とが期待し得るか否か，すなわち適正な事業利益を獲得し得ることが，「私法上の法律構成による否認」
２　金子［2011］11₇頁
３　金子［2011］11₈頁
４　金子［2011］120頁
５　中里［1₉₉₉a］11₇頁，中里［2002］224頁
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を行う場合の契約解釈の場面で，重要な判断要素のひとつになると考えられる。仮に契約関係が，租
税回避のみを目的に仕組まれたもので経済的合理性が認められない程の形骸であるなら，それは当事
者の真に意図した法形式に引き直して解釈すべきである。この点，今村教授も例えば「ある法形式が，
その本来予定する経済的効果とは異なる効果を得る目的で借用された場合，契約の解釈は，借用され
た法形式に拘束されるものではない」６と述べている。
　また，岡村教授は，米国における租税回避否認法理として二分肢テストを指摘している。これは，「納
税者の主観的な税負担意図と，取引の客観的な課税前利益獲得可能性の欠如について審理を行い，両
者の要件が満たされた場合にはじめて，否認を行うという判例法」７と説明される。
　この後者の要件は，内国歳入法のタックスシェルター登録規制に具体化されている。すなわち，登
録を要するタックスシェルターの要件に「連邦所得税の回避または課税逃れを主要な目的とする取引
のストラクチャーを持つ」ものがあり，これに当てはまるもののひとつとして「経済的実質（economic 
substance）を欠く取引」が挙げられている（Reg§301.₆111⊖2T（b）（3））８。これは具体的には，「取引
から参加者が合理的に期待する課税前利益の現在価値が，連邦所得税の純軽減額の現在価値に比べて
ごく僅かなもの」９と定義されている。
　暫定規則段階での規定ではあるがこの要件が示唆するように，課税の軽減効果を除いた上で当該取
引が適正な事業利益を得ることが，取引の「経済的合理性」を示す重要な要素になると考えられる。
そして，私法上有効な取引でも，課税軽減効果を除いた課税前利益が僅少で事業が実体のないような
ものであれば，それは別異の法形式に解釈する可能性を孕んでいるといえる。
　以下の章では，このような視点に立ち，各事件で判決中に示された数値をベースに，可能な限り課
税前事業利益及び課税軽減効果を算出して，各リース事業の経済的合理性の検証を試みたい。
２　映画フィルムリース事件判決の分析
⑴　事件の概要
　 　原告会社は，映画フィルムに関する諸権利の購入及び貸付を行う民法上の組合（以下，「投資組合」
という）に出資を行い，取引に参画した。原告会社は，自己の出資額に相当する金額を資産計上し
減価償却を行ったところ，課税庁が減価償却費及び支払利息相当額等の損金計上を認めない更正等
処分を行ったことから，原告会社が提訴した事件である。
⑵　フィルムリースの仕組み
　 　フィルムリース事件における原告会社を巡る取引，出資の内容については，次のとおり10である。
６　今村［1₉₉₉a］21₇頁。なお，割賦販売契約の形式を金銭消費貸借に解した判決（最高裁平成５年７月20日）
を例示している。
７　岡村［2000］13頁
８　なお，この規定は現行内国歳入法規則からは削除されている。
９　以上，岡村［2000］11頁
10　小林［2012］をもとに作成。
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　① 　P社（原告会社）は，投資組合に出資（１口約１億４千万円，投資組合全体で1₉口約2₆億円）する。
投資組合は，D銀行（以下，「融資銀行」という）からの借入金約₆3億円と併せて，映画販売会
社G社（以下，「販売会社」という）から映画２本に関する権利を約₈₅億円で購入する。
　② 　投資組合が購入した映画の配給権は，映画配給会社 I 社（以下，「配給会社」という）に対し
期間７年で独占的に賃貸され，さらに映画制作会社CP社（以下，「制作会社」という）に転貸さ
れる。
　③ 　投資組合が支払った映画の対価は，販売会社を経由し制作会社が収受したのち，その一部（約
₆3億円）は，配給会社を経由してM投資銀行（以下「保証会社」という）に預託される。なお，
この預託金は融資銀行に預けられ，投資組合への貸付の原資となる。
　④ 　投資組合へは，映画の興行成績に応じたライセンス料が支払われるほか，オプション契約によ
り最低保証額が設定されているため，融資銀行からの借入金の返済が事前に保証されている。な
お，融資銀行への返済は，リース期間終了後に一括して行われる。
 預託        使用料
       配給権
保証              （第二次配給契約）
（オプション契約）
     使用料  配給権      映画譲渡   譲渡
 （第一次配給契約）   対価
（63 億 7 千万円）    映画販売
 融資
     利息   購入対価
   出資金計 19 口 26 億円   （85 億 6 千万円）
出資１口約 1 億 4 千万円
   映画フィルムに係る権利関係
   金銭の流れ
映画配給会社
（I 社）
民法上の組合
（U 投資組合）
映画制作会社
（CP 社）
映画販売会社
（G 社）
D 
銀
行
組合員
（P 社：原告会社）
M 
投
資
銀
行
図１　【映画フィルムリース事件取引図】（小林［2012］より再掲）
⑶　フィルムリース事業の内容
　 　投資組合のフィルムリース事業に関する収支は，課税庁が行った更正処分の内容から推定するこ
とが可能である。課税処分が行われた決算期別の否認・認容項目及びその金額は，表１に示される。
　 　原告会社は購入した映画フィルムの減価償却費（表１「減価償却超過額」）として，平成元年度
から５年間に428,050千円を計上11し，併せて融資銀行に対する支払利息（表１「受取利息計上漏れ」）
11　同額の1₉口分に相当する金額は，約₈1億３千万円に相当し，映画の購入代金にほぼ一致する。
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として計113,₉00千円を計上12している。この和である541,950千円を損金として計上しているのに
対し，リース事業収入（表１「雑収入認容」）として配給会社から支払われた金額は，５年間でわ
ずか3₇,₇₉0千円あまりにすぎない。
【表１】課税処分の内容（＝投資組合が行うリース事業の収支）
（単位：千円）
 項目　
　決算期 
減価償却超過額
（注１）
受取利息計上漏れ
（注２）
雑収入認容
（注３）
所得加算額
（注４）
元年10月期 1₅4，100 　10，110 △    ₆30 1₆3，₆00
２年10月期 202，₈00 　23，430 　　　　　　　0 20₆，₆10
３年10月期 　₆4，0₈0 　2₅，020 △1₇，1₅0 　4₆，₅₇0
４年10月期 　　₇，0₇0 　2₆，₈00 △13，₆₈0 　1₇，₆10
５年10月期 　　　　　　0 　2₈，₅40 △　₆，₅30 　1₉，₉00
合　　　計 42₈，0₅0 113，₉00 △3₇，₇₉0 4₅4，2₉0
（注１）フィルムリースの減価償却費として計上した金額について，所得に加算。
（注２）借入金の返済が実質的に保証されていることから，融資銀行への支払利息と同額の受取利息を計上すべきである
として，所得に加算。
（注３）配給会社から受け取った賃貸料は，出資金の返還に相当するものとして，所得から減算。
（注４）所得に加算される金額の総額であるが，他の否認項目があるため，注１〜３の合計金額とは一致しない。
　 　これらの収支を合計した結果，５年間で計約４億５千万円（表１「所得加算額」）の赤字を計上
している。
⑷　フィルムリースのスキームの特徴
　　全体の取引関係及び投資組合が行うリース事業の収支から，次のような特徴点が挙げられる。
　① 　原告会社の投資組合に対する出資額は約１億４千万円であるが，融資銀行からの借入金と併せ
て約₈₅億６千万円（出資１口当たり４億３千万円）もの高額の映画フィルムを購入している。投
資組合は，耐用年数の短い映画フィルムを用いて早期に多額の減価償却費を計上し，これと融資
銀行への支払利息とを併せて損金計上し，組合員（原告会社）の本業の黒字所得と合算して課税
所得の圧縮を図っている。課税庁は，原告会社が出資金額を上回る約２億６千万円もの課税減少
効果を享受していると指摘しており，この場合，課税前事業利益は約１億２千万円の赤字と推定
される。そして，リース期間末期に発生する保証料収入については，本業の損失13と相殺するこ
とを企図したものと予想される。
　② 　投資組合の事業収入であるリース料については，借入金の返済に不足する分が最終的に保証会
社からの保証料で賄われるため，低額に抑えることが可能である。つまり，保証契約の存在によ
り，原告会社はリース期間終了後の借入金の返済が保証されているため，リース期間中のリース
料収入の多寡は問題とならない。
　③ 　本スキームでは，循環金融の手法が利用されている。投資組合が販売会社を経由して制作会社
12　同額を７年分に換算（７⊘５を乗じる）し1₉口分に相当する金額を求めると，約30億３千万円に相当し，融資
銀行に対する支払利息総額にほぼ一致する。
13　原告会社の平成５年10月期の申告所得金額は，約20億５千万円の損失を計上しており，リース期間末に当該（繰
越）損失との相殺が想定される。
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に支払った映画の購入代金のうち，借入金相当分（約₆3億円）は，同一日付の契約により，配給
会社を経由し保証会社に預託される。これがそのまま融資銀行へ貸し出され，投資組合への借入
金の原資として利用されているのである。このため，実際に関係者間を移動した金員は，組合員
の出資相当額（約2₆億円）のみとなっている。
⑸　判決における契約解釈と事実認定
　 　両下級審判決は，租税回避目的の認定等を踏まえ，投資組合を巡る契約関係を次のように解釈し
ている。
　 　大阪地裁判決は，映画の管理，使用収益及び処分に関する権利は原著作権者である制作会社に実
質的に帰属していること，及び関係者間での実質的な金員の移動は原告会社の出資金にすぎないこ
となどから，投資組合は「本件映画に関する所有権その他の権利を真実取得したものではなく，本
件契約書上，単に原告ら組合員の租税負担を回避する目的のもとに，投資組合が本件映画の所有権
を取得するという形式，文言が用いられたにすぎないものと解するのが相当である」14と判示した。
　 　また，大阪高裁判決は，原審の認定を肯定した上で，保証会社により借入金等の返済相当額の支
払が予め保証されていること，制作会社は出資金相当額のみの対価により映画の権利を移転させた
こと，及び投資組合の権利行使がことごとく排除され制作会社に最終的に帰属していることなどを
摘示し，関係当事者の「私法上の真の意思」として，「本件出資金は，その実質において，組合員
が投資組合を通じ，制作会社による本件映画の興行に対する融資を行ったもの」と判示した。
　 　このように両判決において，投資組合が映画の所有権を真実取得していないと認定し，組合員に
よる出資を実質的に制作会社への融資を行ったものと判断している。
３　航空機リース事件判決の分析
⑴　事件の概要
　 　個人の投資家である原告納税者は，訴外投資顧問会社の主導で組成された航空機リース事業を営
む民法上の組合（以下，「任意組合」という）へ出資したところ，課税庁が当該組合契約は民法上
の組合契約ではなく利益配当契約であるとして，不動産所得の損失の損益通算を認めない更正等処
分を行ったことから，納税者が提訴した事件である。
⑵　航空機リースの仕組み
　 　納税者（原告）及び任意組合を巡る取引，出資の関係は，次に掲げるとおり15である。
　① 　納税者（個人投資家）は，訴外投資顧問会社（プロモーター）が主導して組成された任意組合
に出資する（なお，任意組合の運営については，別途業務執行会社に委託）。
　② 　任意組合は，当該出資及び金融機関からの借入金（ノンリコースローン）により，リース会社
14　以下，引用判決中，固有名詞の使用を伏せ関係が分かる名称に置き換えている。
15　小林［2012］より引用
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より航空機を購入し，これを航空会社にリースする。
　③ 　任意組合は，航空会社から得たリース料から借入利子及び組合の運営費用等を差し引いて残額
を組合員に分配する。
　④ 　リース期間終了後，組合はリース会社に航空機を売却し，その売却収入により借入金の返済及
び出資の払戻しを行って解散する。
出資      配当
（不動産所得）
航空機購入 ノ   ノンリコースローン
（リース期間終了後）   借入金利子
売却
リース料収入  航空機リース
出資者（納税者）
航空会社
民法組合
金
融
機
関
訴外会社
（投資顧問会社）
図２　【航空機リース事件取引図】（小林［2012］より再掲）
⑶　航空機リース事件の課税減少効果の試算
　 　航空機リース事件の課税減少効果について，判決に示されたプロモーターの商品説明書の数値を
もとに作成した以下の仮設例を用いて検証する。
【仮設例】
＊　出資者（個人）は，任意組合に出資（出資金1，0₇0万ドル）し，期間６年のリース事業を行う
＊　 金融機関からノンリコースによる借入（借入額2，₆1₆万ドル，年利₇.4₅％）。ただし，リース期間中は返済せず，リー
ス期間終了後，一括して返済
＊　中古航空機を価格3，₆₆0万ドルで購入し，リース期間＝耐用年数として減価償却（定額法，残存価額はゼロ）
＊　上記航空機を航空会社にリース（オペレーティングリース）し，毎月3₅.₇万ドルのリース料を稼得 
＊　リース期間終了後，上記航空機を1，₅₅0万ドルにて売却
＊　出資者の限界税率は₅0％（所得税3₇％＋住民税13％）
　　上記の設例において，任意組合の年度ごとの所得は，次掲表２のように計算される。
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【表２】任意組合の年度ごとの所得
  （単位：万＄）
第１年度 第２年度 ・・・ 第６年度 合　　計
リース料収入 42₈ 42₈ 42₈ 2，₅₆₈
－減価償却費（注１） ₆10 ₆10 ₆10 3，₆₆0
－借入金利子（注２） 1₉₅ 1₉₅ 1₉₅ 1，1₇0
差引（不動産所得） △3₇₇ △3₇₇ △3₇₇ △2，2₆2
長期譲渡所得（注３） － － ₇₇₅ ₇₇₅
合　　計 △3₇₇ △3₇₇ 3₉₈ △1，4₈₇
（注１）3，₆₆0÷６年＝₆10 
（注２）2，₆1₆×₇.4₅％＝1₉₅ 
（注３）６年後の航空機の簿価０ 
　　　　長期譲渡所得＝1，₅₅0（６年後売却価額）－０＝1，₅₅0 
　　　　ただし，長期譲渡所得は，他の所得と合算時に所得の２分の１が課税される。
　　この場合の任意組合の各年度のキャッシュ・フローは，次掲表３のように計算される。
【表３】任意組合の各年度のキャッシュ・フロー
（単位：万＄）
第１年度 第２年度 ・・・ 第６年度 合　　計
リース料収入 42₈ 42₈ 42₈ 2，₅₆₈
－借入金利子 1₉₅ 1₉₅ 1₉₅ 1，1₇0
差　　引 233 233 233 1，3₉₈
課税軽減額（注４） 1₈₈ 1₈₈ 1₈₈ 1，12₈
小　　計 421 421 421 2，₅2₆
航空機売却収入 － － 1，₅₅0 1，₅₅0
長期譲渡所得税額（注５） － － △3₈₈ △3₈₈
借入金返済 － － △2，₆1₆ △2，₆1₆
合　　計 421 421 △1，033 1，0₇2
（注４）毎年の不動産所得の赤字は，事業所得・給与所得等と相殺できるため，当該赤字分だけ課税所得を圧縮
し税額を軽減することが可能。
　　　　3₇₇（暦年の赤字額）×₅0％＝1₈₈
（注５）注３参照。課税額＝1，₅₅0×1 /2×₅0％ ＝3₈₈
　 　表２において，任意組合は毎年3₇₇万ドルの不動産所得の赤字を計上し，リース期間中では1，4₈₇
万ドルの累積赤字を計上することとなる。しかし，表３の試算によれば，キャッシュ・フロ ・ーベー
スでは，毎年421万ドルのキャッシュ・インフローを得る。最終年度，航空機の売却益課税が発生
するが，長期譲渡所得の特例（所得税法33条３項）により所得額が２分の１となる結果，税額が低
廉に抑えられ，借入金を返済してなお1，0₇2万ドルの純キャッシュ・インフローが残る16。
16　この金額は，組合員の出資額にほぼ等しいことから，任意組合を解散し出資金を返還する場合，投資家の
収支はゼロとなる。すなわち，当該売却価額（1，₅₅0万ドル）が損益分岐点と推測される。プロモーターの商
品説明書によれば，航空機の売却価額は市況により変動するとされ，想定売却価額としてほかに2，₉₅0万ドル，
2，₅₇₅万ドル，2，2₅0万ドル，1，₉00万ドル，1，330万ドルを挙げている。
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⑷　航空機リースのスキームの特徴
　　全体の取引関係及びリース事業の収支から，次のような特徴点が挙げられる。
　① 　相対的に少額の出資と，ノンリコースローンによる多額の借入れを行い，中古航空機を購入す
る（レバレッジド・リース）。ノンリコースの約定により，投資家は組合が債務不履行となる場
合も出資額以上の追加負担を要さず，責任が限定される。
　② 　中古航空機17の法定耐用年数（８年ないし10年）に多額の減価償却費を計上し，支払利息の控
除と併せて不動産所得の赤字を創出し，損益通算により他の所得と合算し所得の圧縮を図る。
　③ 　減価償却費の早期計上により簿価が低減するため，リース期間満了時には多額の売却益（譲渡
所得）が発生するが，長期譲渡所得の要件を満たすことにより，当該売却益の２分の１のみが所
得に算入される。したがって，借入比率を高め高額の物件を購入することにより，大きな課税減
少効果を得ることが可能となる。
⑸　判決における契約内容の経済的合理性の評価
　 　名古屋地裁判決は，航空機リース事業の経済的合理性について，「キャッシュ・フロー・ベース
では利益を上げることができず，民法上の組合の外形を作出することによって，巨額の減価償却費
等を創出し，他の所得との損益相殺を行うことによって得られる課税上の利益によって初めて成立
する」との課税庁の主張を排斥し，「リース期間終了時における航空機市場，為替相場，出資者の
課税所得の多寡」によっては，キャッシュ・フロー・ベースでも「損失が生じる可能性が相当ある
一方，高額の利益を得る可能性もあるから，それ自体でも，投資としての経済的合理性が存在する
ことを否定できず，…他の課税所得との損益通算を考慮して初めて成立するものと断定することは
できない」という判断を示した。
　 　⑶の試算結果によれば，キャッシュ・フロー・ベースでは，正味キャッシュ・インフロー 1，0₇2
万ドルに占める純課税軽減額₇40万ドル（＝1，12₈万ドル－3₈₈万ドル）の値が相対的に大きく，税
額を不当に軽減して利益を享受しているという感触を否定できない。
　 　しかしながら，純課税軽減額を差し引いて僅かながら事業利益（キャッシュ・フロー）が残るこ
とから，課税軽減による利益をもって初めて事業が成立するとまでいえない。加えて，プロモーター
が提示する航空機の想定売却価額に幅があり，判決が認定するようにキャッシュ・フロー・ベース
でも「損失が生じる可能性が相当ある一方，高額の利益を得る可能性もある」という状況も十分に
考えられ，投資としての合理性を完全には否定し得ない。
４　両事件の比較判断
⑴　リース事業の経済的合理性
　 　両事件はともに，プロモーター主導で組成された民法組合をビークルとして利用し，多額の借入
17　中古航空機がリース事業の対象物件とされる理由として，①貸付収入が損益通算が可能な不動産所得となる
こと，②耐用年数が比較的短いこと，③売却市場で需要が安定的に存在することが挙げられる。
－10－
小　林　裕　明212
金を利用して購入した物件を貸付け，多額の減価償却費及び借入利子を計上することで課税軽減効
果を創出するものである。両事件を比較する上で，投資としての経済的合理性，すなわち租税軽減
による利益を度外視して単独の事業として成り立ち得るかの観点から比較する。
　 　フィルムリース事件においては，循環金融の仕組みを用いて，関係当事者間で実質的に移転して
いるのは組合員による出資分約2₆億円のみである。つまり，映画の購入代金のうち約30％相当の実
質的負担により，全額の減価償却費を計上している。しかも，融資銀行からの借入元本及び利子相
当額は，保証契約及びオプション契約等によって配給会社及び保証会社から確実に支払われること
が事前に約定されており，借入に係る返済リスクを負担しない。さらに，原告会社は，映画の減価
償却費及び借入金利息の計上により所得金額を圧縮し，出資金額を上回る課税減少効果が生じてい
る点も指摘されている。
　 　以上の点から，原告会社は映画興行の成否いかんのリスクを負わず，低い収益性をカバーする多
額の租税回避による利益を得ることにより，当初出資以上の成果の獲得が事前に保証されている。
したがって，フィルムリース事業単独では十分な収益性を確保し得ないと考えられ，この点が映画
の所有権の移転を否定した事実認定に影響したと考えられる。
　 　航空機リース事件においては，航空機の最終的な売却価額いかんによってリース通期のキャッ
シュ・フロー・ベースでの損益に幅が生じることが指摘されており，投資としてのリスクの存在が
認定されている。また，単独の事業としても十分な利益を見込めるケースがあるとして，他の所得
との損益通算による課税所得の圧縮効果を考慮して初めて，投資として成立するとの課税庁の主張
も採用されていない。
　 　航空機リースのスキームはフィルムリースと比べ，航空機の最終売却価額を保証する等の条件を
備えておらず，また循環金融と比べ実際に購入・売却資金及びリース料の移動があるなど，金融商
品としてリスク回避等の精緻な仕組みを具備していなかったことが却って，投資のリスクが実在す
るとの認定に繋がったと考えられる。また，仮に航空機リース事業を，民法組合を組成した当該ス
キームを利用せず，投資家個人による単独事業として実施する場合には，課税上の指摘を行う余地
がなく，損益通算及び長期譲渡所得の特例を享受することができる点も，投資としての経済的合理
性の存在の補強材料になったものと思われる。
⑵　両事件の帰結
　 　フィルムリース事件は，上告審判決において，下級審で論拠とされた「私法上の法律構成による
否認」を論拠とせず，減価償却資産（法人税法施行令13条）の解釈の問題として自判し，結論にお
いて課税処分を維持した。これは上級審が，投資組合が映画の所有権を真実取得していないとの下
級審の事実認定を避け，あくまで法律論として結論を下したものと考えられる。
　 　一方，航空機リース事件では，控訴審での敗訴を受け課税庁は上告受理申立てを断念して事件を
確定し，提訴していない者も含めた全納税者に対する課税処分を取消した。また，組合等のビーク
ルを用いた同種の租税回避スキームを封じるため，平成1₇年度税制改正において，特定組合員の不
動産所得の損失について損益通算を認めない等の法律改正（租税特別措置法41条の４の２）を行っ
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た。
お わ り に　－租税回避行為に対する今後の課税庁の対応の方向性－
　租税回避に関する近時の判決では，贈与税回避事件18上告審判決（平成23年２月1₈日裁判所時報
1₅2₆号２頁）の補足意見が記憶に新しい。そこでは，租税法律主義のもとでは法条の解釈は厳格性が
要求されるのであり，「明確な根拠が認められないのに，安易に拡張解釈，類推解釈，権利濫用法理
の適用などの特別の法解釈や特別の事実認定を行って，租税回避の否認をして課税することは許され
ないというべきである」という裁判所の判断の在り方を鮮明にしている。
　このような立場のもとでは，本稿で取り上げた租税回避事件のように，有効に形成された私法関係
を課税要件に即した別異の形に置き換えて認定することには相当の困難が伴うと思われる。フィルム
リース事件の上告審判決が，映画の所有権の所在を論じずに独自に法解釈による理由付けを行ったこ
ととも符合する。
　課税庁は，租税回避の意図の存在など主観面で納税者の真意を探り，法感情に訴えるのではなく，
契約関係の法的・経済的合理性を検討するために，納税者を含む関係取引先に対し深度ある調査を実
施し，より客観的な証拠を収集し主張立証を行うことが要請される。
　例えば，権利義務が不当に制約されていないかなど，契約書面における法的矛盾点に検討を加える
とともに，実際に契約書の文言どおりに契約が履行されているか実態を把握する必要がある。航空機
リース事件では，組合員が実際に権利行使が制約されていた状況を示す証拠があれば，違った展開が
あったかもしれない。
　また，プロモーターの説明書だけでなく，より実体的な証拠，例えば各任意組合ごとのリース料収
入，借入金額，航空機売却等の数値を収集し，実際の取引価額をもとにスキーム全体及び個々の契約
関係の経済効果を比較した上で，事業利益と課税軽減効果を対照させるなど，租税回避効果を除いた
取引の「実体」がどの程度存在するか立証することも必要と思われる。
　このように厳格な解釈判断がなされることを前提としてもなお，否認規定を創設する法律改正ひい
ては租税回避の行為基準をより明確化する判例形成を見据えながら，租税回避行為に対し法的・経済
的な観点から取引の実態解明を行い，事例を蓄積していくことが重要と考える。
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An analysis on economic rationality of legal contracts
in the tax avoidance cases
Hiroaki Kobayashi
　As the tax agency had aggressively examined and determined the suspected tax avoidance schemes, several 
litigations were sued by the taxpayers.  The tax agency has justified its tax assessments based on the ‘restructured 
contract approach in private law’, however, the court has not always judged favorable decisions.
　The main purpose of this article is to reconsider the economic rationality of tax avoidance scheme from a 
viewpoint of the possibility of earning a sufficient pre-tax profit.
　To clarify this purpose, I introduce the two major cases for tax avoidance litigation, the Film-lease case where 
the agency finally won and the Aircraft-lease case where the agency lost.  Through the contrast of these cases, I 
would mention how the tax reduction effects were created in the schemes and whether the economic substances 
of these lease business activities can be recognized without the tax reduction effects.
　I would finally suggest how the tax agency would conduct tax examinations against the tax avoidance 
schemes.
